
特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

令和６年３月28日

静 岡 県 知 事 川 勝 平 太

静岡県条例第15号

特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

特定非営利活動促進法施行条例（平成10年静岡県条例第40号）の一部を次のように改正する。

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附 則

この条例は、公布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政

運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改

正する法律（令和元年法律第16号）附則第１条第10号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施行す

る。

改正前 改正後

（設立の認証の申請等）

第２条 （略）

２～４ （略）

５ 第２項の規定にかかわらず、知事が住民基

本台帳法第30条の11第１項の規定により地方

公共団体情報システム機構（以下「機構」と

いう｡)から当該役員に係る同法第30条の９に

規定する機構保存本人確認情報（以下「機構

保存本人確認情報」という｡)の提供を受ける

とき、又は同法第30条の15第１項の規定によ

り当該役員に係る同法第30条の８に規定する

都道府県知事保存本人確認情報（以下「都道

府県知事保存本人確認情報」という｡)を利用

するときは、第１項の申請書には、第２項第

１号に掲げる書面を添付することを要しな

い。

６～８ （略）

（設立の認証の申請等）

第２条 （略）

２～４ （略）

５ 第２項の規定にかかわらず、知事が住民基

本台帳法第30条の11第１項の規定により地方

公共団体情報システム機構（以下「機構」と

いう｡)から当該役員に係る同法第30条の７第

４項に規定する機構保存本人確認情報（以下

「機構保存本人確認情報」という｡)の提供を

受けるとき、又は同法第30条の15第１項の規

定により当該役員に係る同法第30条の６第４

項に規定する都道府県知事保存本人確認情報

（以下「都道府県知事保存本人確認情報」と

いう｡)を利用するときは、第１項の申請書に

は、第２項第１号に掲げる書面を添付するこ

とを要しない。

６～８ （略）


